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2012/10/31 

第７回生田緑地マネジメント会議準備会資料 

 

生田緑地マネジメント会議の会則（案）に関する主な解説事項について 

 

 

１ 会則（案）とりまとめの経緯等について 

  生田緑地マネジメント会議（以下「マネジメント会議」という。）の運営ルールについてマネジメント

会議準備会において検討を進めてきた。 

本資料は、会則（案）について、特に必要と思われる事項について解説する。 

 

２ 主な解説事項について 

○ マネジメント会議の目的について 

 

 

 

 

・ここでいう「誰もが気持ちよく過ごすことができる」という表現は、市民の休養・運動に供する都市公園

としての大きな概念を表したものであり、後段の「自然の保全と利用」の概念を包括するものである。ま

た、後段の「自然の保全と利用」における「保全」という言葉の中には、生田緑地ビジョンの基本的考え

方として、生物多様性の保全、動植物の生息空間を守るなどの概念が含まれている。（生田緑地ビジョン

「第Ⅱ章 生田緑地ビジョンの基本理念等」Ｐ１４より） 

 

○ マネジメント会議の機能の行使について 

 

 

 

 

 

（１）マネジメント会議における議決の考え方について 

 ・マネジメント会議がその機能を行使するに当たり、マネジメント会議として議決を行うことになるが、マ

ネジメント会議の会則に議決方法に関する規定を設けていない。マネジメント会議は会員の合意形成に基

づいて運営していくことを本旨としていることや、植生管理にかかわる事項等は多数派の意見をもって決

定することが必ずしも妥当とはいえないことなどの理由から、マネジメント会議の会則に多数決による議

決を規定しないこととしたものである。なお、会則に特段の議決方法を規定していないため、合意形成が

困難な場合は、会議の場で多数決を採用することが承認されれば、最終的には多数決による議決も可能と

なっている。しかしながら、多数決は最終的な手段とし、できるだけ話し合いによる調整に努めるものと

する。なお、承認については、承認するか否かのどちらかの議決になるが、提言については、マネジメン

ト会議として、意見をひとつにとりまとめる方法と、複数の意見を併記する方法の２通りの運用ができる

ものとする。 

（目的） 第２条第１項第２号  

生田緑地の価値と魅力を高め、誰もが気持ちよく過ごすことができる公園とするように、自然の保全

と利用の調整を図りながら、生田緑地を市民の財産として持続可能なものとしていくこと。 

（マネジメント会議の機能） 第４条 

マネジメント会議は、マネジメント会議が独自で行う事業及びマネジメント会議の運営に関する事項

については、承認を行う機能を有するものとする。また、市の施策や予算にかかわる事項など市が自ら

の計画や事業等として運用すべき事項については、市に対して提言を行う機能を有するものとする。 
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（２）活動計画の承認について 

【関連条文：第１９条（運営会議の所掌事項等）第５項】 

 ・生田緑地における市民活動団体等の活動の是非は、最終的には公園施設等管理者が判断し、その責任を負

うものであるが、生田緑地は、自然の保全と利用の活動調整が不可欠であるという背景があるため、マネ

ジメント会議において活動計画の是非を判断する仕組みをその所掌として位置づけている。ただし、公園

施設等管理者が承認できない活動については、運営会議において承認できないものとする。 

 

○ 正会員と準会員について 

 

 

 

 

 

【関連条文：第１８条（運営会議）第２項】 

・マネジメント会議は、正会員と準会員の２種類の会員種別を設けている。 

・正会員は、マネジメント会議が有する重要な機能を行使できる資格を有している代わりに、その行使に伴

い、一定の責任と義務が生じるため、発言、意思表示、活動などを行うに当たり、個人としてではなく、

あくまでも団体として組織的かつ継続的にかかわっていくことができる社会的立場であることを明らかに

する必要があると考え、正会員は団体を原則としている。ただし、学識経験者は、所属する大学等の組織

や自己の研究分野における活動を通じて、その社会的立場が明らかとなっているため、個人での参加を可

能とする。 

・準会員は、プロジェクト会議以外でその機能を行使することができない代わりに、生田緑地に興味・関心

あるものが気軽に参加できる仕組みとするため、個人での参加も可能としている。なお、準会員は、運営

会議に対して議題案を提出し、議題と認められた場合は、運営会議に出席できる。ただし、その場合にあ

っては、議決権を有しない。 

 

【マネジメント会議の正会員と準会員における保有資格の比較表】 

主な比較対象項目 
マネジメント会議の会員 

正会員 準会員 

役員・コアメンバーとなる資格の有無 ○ × 

全体会に出席し、議決に参加する資格の有無 ○ × 

運営会議の構成員となり、議決に参加する資格の有無 ○ × 

植生管理会議の構成員となり、議決に参加する資格の有無 ○※ × 

プロジェクト会議の構成員となり、議決に参加する資格の有無 ○ ○ 

 

 ※ 植生管理会議の構成員は、正会員であることのほか、植生管理に関する活動を行っていることも条件

として付加される。 

 

 

 

（会員の構成等） 第５条第１項・第３項・第４項  

１ マネジメント会議の会員は、正会員及び準会員をもって構成する。 

３ 正会員は、団体を原則とする。ただし、学識経験者については個人での参加を認める。 

４ 準会員は、団体を原則とせず、個人での参加を認める。 
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○ マネジメント会議における団体の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マネジメント会議に参加する団体は、組織として責任を持って意思決定ができるものとして、第５条第５

項にその要件を定義している。 

・マネジメント会議においては、団体を１人格として捉え、定足数及び議決権について、それぞれ１団体に

つき１としている。 

・マネジメント会議に位置づけられる会議の出席については、マネジメント会議では継続性の高いテーマが

話し合われることが多いと思われることや、団体を１人格として扱う性質上、会議に出席するものが毎回

異なることは相応しくないことから、団体から会議出席者として１名選出することとしている。 

・会議出席者は特定のものであるが、会議出席者のほか１団体につき２人（会議出席者を加えると３人）ま

で会議に参加し、発言することができる。ただし、議決を行う場合は、団体の意思決定を執行するものと

して会議出席者が表決する。表決者を明確にするため、会議出席者の代理のものが会議に出席する場合は、

委任状の提出を求めることにしている。 

 

○ マネジメント会議会員の構成員について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マネジメント会議の会員は、「活動団体等」、「地域団体・大学等」及び「行政・指定管理者等」の３つ

の区分で構成される。 

（会員の構成等） 第５条第２項・第６項 

２ 正会員及び準会員は、生田緑地若しくはその周辺で活動している、又は活動しようとしている団体及

び企業等（以下「活動団体等」という。）、生田緑地周辺の町内会・自治会・商店会等の地域団体及び

大学等（以下「地域団体・大学等」という。）並びに行政・指定管理者等とする。 

６ 生田緑地で自然の保全と利用にかかわる活動を継続的に行うには、正会員とならなければならな

い。 

（会員の構成等） 第５条第５項 

団体は、３人以上の構成員から成り、団体の意思を決定し、執行する組織が確立しているものでなけ

ればならない。 

（会議等） 第１６条第２項・第３項 

２ 会議に出席する団体は、会議に出席するものを１名選出し、会議出席者届（第５号様式）をマネジメ

ント会議の会長に提出しなければならない。ただし、委任状を提出することにより同一団体の構成員が

代理出席できるものとする。 

３ 前項の会議出席者又は代理出席者のほかに、１団体につき２人まで会議に出席することができる。 

（定足数等） 第２４条第１項・第４項 

１ 会議の定足数は、団体にあっては、団体を単位として数える。 

４ 議決権は、１団体につき１有するものとする。 

（入会及び変更の届出等） 第７条第１項・第２項 

１ マネジメント会議の会員になろうとする活動団体等は、入会申込書（第１号様式）をマネジメント会

議の会長に提出し、運営会議の承認を得るものとする。 

２ マネジメント会議の会員になろうとする地域団体・大学等は、入会届（第２号様式）をマネジメント

会議の会長に提出する。 
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・「活動団体等」は、生田緑地又はその周辺で活動する市民活動団体、企業等を指すが、ここでいう「等」

の中には個人で参加する学識経験者も含むものとする。 

・「活動団体等」は、活動している内容又はこれから活動する内容を明らかにする必要がある。また、活動

団体等にあっては、自然の保全と利用にかかわる活動を継続的に行うものは正会員となる必要があるが、

これにかかわらない活動を継続的に行うものについては、正会員ではなく準会員を選択することもできる。 

・「活動団体等」は、生田緑地又はその周辺で活動するものを指すが、これは団体の構成員が川崎市に居住

していることを前提とするものではない。生田緑地は、市内外に開放された公園であり、市外に所在地を

置くものが活動することも可能である。このため、生田緑地でボランティアとして実際に活動する団体は、

団体の構成員の住所が市外であったとしても、生田緑地の管理運営に参加するものとして、マネジメント

会議の１会員となり、相互に連携・調整していくべきであると考えられる。この場合、団体として１人格

と捉えるので、企業の所在地がその構成員の所在地によらないことと同様に、生田緑地又はその周辺にお

ける活動場所が明らかとなっていれば、その団体の構成員の住所が市内であることをマネジメント会議の

入会の要件とはしない。なお、企業は、事業所税等を支払うことや、雇用を創出することなどにより所在

地を置く市に寄与しているため、市も市内企業に対し、個々の社員が市内に居住しているかによらず、市

政運営について意見を聞くさまざまな機会を設けているが、これに対し、活動団体等も、生田緑地におい

て無報酬でボランティア活動を行うことにより、公園施設等管理者である川崎市に寄与しているので、そ

の個々の構成員が市民として納税しているかによらず、団体として生田緑地の管理運営に対して発言する

権利を有すると考えられる。また、学識経験者が個人で会員となる場合も、これを同様に１人格と捉え、

市外の大学等であっても、生田緑地における研究活動などをマネジメント会議に還元することにより、川

崎市に寄与するものと考える。なお、川崎市自治基本条例においても、川崎市の区域内において活動を行

う団体を「市民」と規定している。（川崎市自治基本条例 第３条より） 

・「活動団体等」の入会に当たっては、入会申込書を提出し、活動の内容を含めて運営会議の承認を得る必

要がある。 

・「地域団体・大学等」は、生田緑地ビジョンの施策の基本方向に位置づけられる「生田緑地と周辺地域が

調和したまちづくりをめざす」などの実現に向け、マネジメント会議の運営に当たり、生田緑地周辺地域

との連携は重要なテーマの一つであることから、必要不可欠なメンバーと考え、入会申込制とせずに、入

会届出制としている。 

 

○ 正会員の公表について 

 

 

 

 

・正会員は、マネジメント会議が有する重要な機能を行使できる資格や、生田緑地で自然の保全と利用にか

かわる継続的な活動を行う資格を有していることから、責任あるものとして公表すべきであると考える。 

・準会員は、気軽に参加できる仕組みとなっており、個人での参加も可能としていることや全体会・運営会

議・植生管理会議に参加してマネジメント会議が有する重要な機能を行使することができないことから、

準会員のハードルを高くしないためにも、公表は妥当でないと考える。 

 

 

（入会及び変更の届出等） 第７条第４項 

マネジメント会議の会長は、正会員である団体の名称及び代表者の氏名並びに学識経験者の氏名を公

表するものとする。 
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○ 会員資格の喪失について（継続の意思確認） 

 

 

 

 

 

 

 

・第１９条第３項に基づき、活動計画書を提出しない＝生田緑地で活動できない＝生田緑地で活動しないと

いう図式が成り立つ。また、第１０条第１項第３号に基づき、活動団体等にあっては、生田緑地で活動を

行わなくなったときはマネジメント会議の会員資格を喪失する。この２つの条文により、活動団体等にあ

っては、年度ごとに活動計画書を提出することをもって、間接的に会員資格の継続の意思確認を行ってい

ることになる。 

・地域団体・大学等にあっては、生田緑地における活動の有無にかかわらず、入会後、除名に値する行為を

したときを除き、退会届を提出しない限りは、会員資格を喪失しない。ただし、地域団体・大学等が生田

緑地で活動するに当たり、活動計画書を提出しなかったときは、生田緑地で活動を行うことはできない。 

 

○ 役員及びプロジェクト会議の会長・副会長について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・マネジメント会議における役職には、役員及びプロジェクト会議の会長・副会長がある。これらは、マネ

ジメント会議に位置づけられる各会議の会務を統括し、又は補佐するものであるが、マネジメント会議の

会員がこれらの役職に就任した場合、役職における職務が優先されることから、会員として、会議に出席

し、かつ、議決に参加する資格を喪失する。このため、団体にあっては、会議出席者として届け出たもの

が役職に就任した場合は、その団体から新たに１名を選出し、会議出席者として届け出ることになる。 

 

 

 

 

 

（会員資格の喪失） 第１０条第１項第３号 

  会員である活動団体等が生田緑地又はその周辺で活動を行わなくなったとき。 

（運営会議の所掌事項等） 第１９条第３項 

  生田緑地で活動するものは、年度ごとに活動計画書（第６号様式）及び活動報告書（第７号様式）を

運営会議に提出し、承認を得るものとする。ただし、短期間の活動など公園施設等管理者が活動計画書

及び活動報告書を提出する必要がないと認める場合は、この限りでない。 

（役員） 第１１条第１項 

 マネジメント会議に次の各号に掲げる役員を置き、兼任を妨げない。 

（１）マネジメント会議の会長     １名 

（２）マネジメント会議の副会長   若干名 

（３）運営会議の会長         １名 

（４）運営会議の副会長       若干名 

（５）植生管理会議の会長       １名 

（６）植生管理会議の副会長     若干名 

（プロジェクト会議） 第２３条第３項 

 プロジェクト会議にプロジェクト会議の会長及びプロジェクト会議の副会長を置く。 
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○ コアメンバーについて 

 

 

 

 

 

 

・第１３条第２項では、マネジメント会議の運営の中心的役割を担うコアメンバーの資格要件を定めている。

コアメンバーは、正会員であることを前提に、自らが主体的にかかわるテーマだけではなく、生田緑地全

体を視野に入れて、責任を持って管理運営にかかわることができること、かつ、生田緑地の管理運営に継

続的にかかわることができるものとして、運営会議に継続して出席できるものを要件としている。 

 

○ 会議の定足数について 

 

 

 

・全体会及び運営会議については、その会議が所掌する事項の性質上、決めるというアクションが多いこと

から、定足数を設けている。一方で、植生管理会議は、生田緑地で植生管理に関する活動を行う正会員を

対象とした会議であるが、この審議事項の中には、自らが主体に活動を行う範囲以外の場所に焦点を当て

て議論を行うことも想定され、すべての構成員の出席を毎回必ず求める性質のものではないことから、会

則に定足数を規定していない。 

 

○ 会則の変更について 

 

 

 

 

・会則の変更を行うに当たって、基本的には全体会の承認を得て行うものであるが、運営会議が承認を行う

事項やその所掌する事項にかかわる規定については、運営会議の承認を得て変更できるとしている。 

（コアメンバー） 第１３条第２項 

  コアメンバーは、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。 

（１）正会員であること。 

（２）生田緑地全体の管理運営に責任を持ってかかわることができること。 

（３）運営会議に継続的に出席できること。 

（会則の変更等） 第２８条第１項 

  マネジメント会議の会則を変更するには、全体会の承認を得なければならない。ただし、運営会議の所

掌事項にかかわる規定については、運営会議の承認を得て変更できるものとする。 

（定足数等） 第２４条第２項 

２ 全体会及び運営会議の定足数は、その構成員の過半数とする。 


